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本研究では多孔質かつ軽量という特徴を持つ焼却灰固化材料を，表層処理工法での利用について

検討している．表層処理工法の1つである被覆工法に本研究で用いる焼却灰固化材料を用いた場合，

本材料は軽量であるため投入前にシートなどを敷設する必要がなくなることから，工期の短縮など

の利点があるものと考えている．本論文では，超軟弱なスラリー状の港湾浚渫土に対し敷設したと

きの沈下特性について実験的検討を行った．その結果，上載荷重が小さいため浚渫土上の雨水の排

水に留意すること，圧密沈下として浚渫土の沈下量を算定する場合用いる圧密係数は，正規圧密領

域の値とほぼ同じかそれより小さい値となった． 

 

キーワード：リサイクル材料，浚渫土，圧密 （IGC：K00，E02） 
 

1．はじめに 

 

近年，クリンカ，フライアッシュ，スラグなどリサイク

ル材料の利用が進んでいる 1)．本研究で使用している焼却

灰固化材料と呼ぶリサイクル材料は，他のリサイクル材料

と異なり，多孔質で軽量という特徴を持つ．特に土粒子の

かさ密度は 1.0〜1.3g/cm3 であり，他のリサイクル材料に

比べて軽量であると言える 2)．この特徴を生かし，これま

で河川改修・ため池などの工事において必要となる重機進

入等のための仮設道に，本材料を敷設する方法が用いられ

ている．なお，本材料は環境省告示第 46 号に基づく土壌

溶出試験を行い，基準以下であることを確認している． 
本研究では，浚渫土などスラリー状である超軟弱地盤へ

焼却灰固化材料を敷設することで，重機進入などを可能と

することを目指している．超軟弱地盤へ重機が進入するた

めの一般的な方法は，まずシートを敷設し，その後不均一

な盛土厚さや局部的沈下による不同沈下ができるだけな

いように，順次土砂をまき出していくものである 3)．これ

に対し焼却灰固化材料を用いる利点は，軽量であるためシ

ート敷設の必要がない，軽量であるため局部的沈下を抑制

できる点があげられ，工期短縮が可能であると考えている． 
上記の目的から本論文では，焼却灰固化材料を港湾浚渫

土へ敷設する模型実験を行い，沈下特性を検討することと

した．具体的な目的は，室内で実施することは困難な実施

工時と同じ粒度分布の試料を用いて実験を行うこと，軟弱

な浚渫土へ多孔質かつ上載荷重が小さい焼却灰固化材料

を敷設した場合の沈下特性について実験的検討を行った． 
 
 

 

2．試料 

 

2.1 焼却灰固化材料 

焼却灰固化材料は，木質チップ，RPF（Refuse Plastic & 
Paper Fuel，古紙・廃プラスチック固形物），タイヤチップ

を燃料とする製紙工場の発電ボイラーで発生する焼却灰

を固めて作られたリサイクル材料である．図-1に試料，図

-2に粒径加積曲線を示す．固化時は最大粒径約 300mm で

あり，必要に応じて砕くことで最大粒径・粒度分布を調整

している．本研究では，最大粒径 37.5mm を用いており，

図-1 は粒度調整後の試料である．図-3 は電子顕微鏡写真

であり，試料表面が毛羽立っているようにみえる．さらに

拡大すると針状結晶も確認され，これは固化過程の化学反

応により生成されたものである． 
図-4は，突固めによる締固め試験を最大粒径 9.5mm と

最大粒径 37.5mm に行った結果を示した．図-4より含水比

によらず乾燥密度は 1.1g/cm3 程度となることがわかる．

w=50%付近でばらつくのは，ほぼ飽和状態となり突固めに

よる締固めが困難になることが影響している．このように

焼却灰固化材料は，締固めても軽量であるということがわ

かる．軽量である理由として，針状結晶で構成されている

ため結晶間の空隙が多いことがあげられる．本研究の模型

実験では締固めないため，締固めない場合の乾燥密度につ

いても検討を行った．実施工時は，投入後に敷きならす際

にバックホーなどの重機で踏むため，全く締固めずに用い

るわけではない．検討方法はバケツ内容積を求めた後，最

大粒径 9.5mm と最大粒径 37.5mm の試料をそれぞれ投入

し質量を測定することを複数回行った．その結果，最大粒

径 9.5mm では d=0.93g/cm3，最大粒径 37.5mm では

d=0.72g/cm3 となった．最大粒径 37.5mm の方が小さくな
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ったのは，粒子径が大きいため粒子間にできる空隙が大き

くなることが影響しているものと考えられる． 
焼却灰固化材料は，セメントを数%添加し反応させるこ

とで固化させている．添加セメント量が少ないため単粒子

強度は小さく，0.2MPa～1MPa 程度である．この値は，例

えば豊浦砂の最大破砕強度が約 100MPa4）である事に対し

て小さい値であり，破砕しやすい試料であるといえる． 
以上のように，本研究で用いている焼却灰固化材料は，

他のリサイクル材料と比べ軽量であり，破砕しやすいと言

える． 
 

2.2 浚渫土 

本研究で用いた浚渫土は，舞鶴港で浚渫されたものであ

り，舞鶴港湾内の浚渫土陸揚げ場所に約 2 年間放置されて

いたものである．写真-1 に浚渫場所の状況，写真-2 に浚

渫土表面の状況を示す．写真-1に示すように，陸揚げから

 
 
 
 
 
 
 

図-1  焼却灰固化材料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2  粒径加積曲線 
 
 
 
 
 

図-3  電子顕微鏡写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4  突固めによる締固め試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1  浚渫土の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2  浚渫土表面の状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-3  土槽設置状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-4  タイムラプスカメラによる測定例 
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約 2 年経過しており，地表面は乾燥しひび割れが発生して

いる．しかし乾燥しているのは地表面だけであり，写真-

2 に示すように約 10cm 以深は軟弱な状態である．現位置

の含水比を測定した結果，地表面から約 10cm が乾燥し

w=50〜60%程度，それ以深は約 90%以上であった．模型実

験と室内土質試験に使用した試料は，乾燥した地表面部分

を取り除いて採取したものを用いた．この浚渫土の物理特

性は，s = 2.70g/cm3，wL=91.7%，wP = 36.4%であり，図-2

に粒径加積曲線を示す．粒径加積曲線に示す通り，細粒分

含有率が 100%の試料である． 

3．大型模型実験 

3.1 概要 

実験場所と期間は，京都府舞鶴市字大波下（平地区）に

おいて，平成 28 年 6 月 30 日～平成 28 年 10 月 6 日の約 3
ヶ月間実施した．浚渫直後を模擬するのであれば，含水比

を浚渫直後の 140%程度とすべきであるが，多量の浚渫土

を一様に含水比調整することは困難であることから，乾燥

した表面より以深からバックホーで採取して土槽へ投入

し，土槽内含水比が均一となるようバックホーで攪拌して

いる．なお，浚渫土天端に立つことはできないほど軟弱で

ある．

3.2 機材配置図 

鋼鉄製の土槽を使用し，側面と底面に開口部はなく，内

寸法は 1.81×2.83×1.9m，写真-3に土槽設置状況，断面図

を図-5 に示す．図-5 の排水口は，浚渫土上面に雨水が溜

まり，焼却灰固化材料がどちらの土槽も約 30cm 水没する

状況となったため，平成 28 年 7 月 29 日正午ごろ設置した

（実験開始から 28 日後）．設置位置は，浚渫土の位置とな

らないよう，焼却灰固化材料の下端とした．

土槽 1 は，焼却灰固化材料の層厚を 0.5m とした．なお，

実験時に 0.2〜0.3m程度の厚さで歩行可能となることを確

認している．層厚の違いによる影響も検討するため，土槽

2 はほぼ 2 倍の層厚となる条件とした． 
地表面沈下量は，土槽中央部にタイムラプスカメラとス

ケールを設置し，10 分ごとに撮影した結果を整理して算

出した．写真-3 で土槽中央部に設置しているのが確認で

きる．また，写真-4がタイプラプスカメラにより撮影され

る写真であり，沈下量読取箇所も示した．

3.3 沈下量測定結果 

図-6 に地表面沈下量と降水量の関係，図-7 に浚渫土の

ひずみと日照時間の関係，図-8 に実験開始時と終了時の

含水比分布を示した．図-7のひずみは，地表面沈下量を全

て浚渫土の圧縮量と考え，地表面沈下量を各土槽実験開始

時の浚渫土層厚で除して算出している．図-8 に示した含

水比は，タイムラプスカメラを設置した土槽中央部直下の

各深度で 5 つ含水比を測定し，これを平均して求めてい

る．なお，図-6 と図-7 の図中に排水口設置時点も示して

いる．降雨量と日射量のデータは，舞鶴気象台の観測デー

タを用いた．

図-5  土槽断面図

図-6  地表面沈下量・降雨量—経過時間関係

 

図-7  浚渫土ひずみ変化量・日照時間—経過時間関係

 

図-8  土槽 1 の実験開始時・終了時の含水比分布 
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図-6 より，排水口設置まで土槽 1 と土槽 2 どちらも沈

下が進行しているが，排水口設置後は土槽 1の 1日当たり

の沈下量が土槽 2 よりも大きくなる．それが 20 日程度継

続し，その後 1日あたりの沈下量は小さくなる傾向を示し

た．これを図-7に示すひずみで考えると，排水口設置によ

り土槽 1の 1日あたりのひずみ変化量は変化するが，土槽

2は変化しないことがわかる．これより，土槽 1は排水口

設置により有効応力が増加した影響が顕著に表れている

が，土槽 2 は影響が小さかったと言える．図-6 より降雨

量は実験開始 50 日経過後から多くなり，降雨があるとひ

ずみ変化量が小さくなる傾向がみられる．これは上記のよ

うに浚渫土上面の排水が十分ではないことが影響してい

るものと考えられる． 

図-8 より，実験終了時の焼却灰固化材料の含水比は，

6.6%から平均含水比 54.2%へ変化している．焼却灰固化材

料は，多孔質という特徴をもつため，水没などで一度内部

まで吸水した場合，表面は直射日光などにより乾燥しても

粒子内部は湿潤状態となる．降雨により排水口設置前は，

どちらの土槽も浚渫土上端より 30cm 程度水没状態であっ

た．そのため，排水口設置以降の含水比は，実験終了時の

含水比であったと考えられる．以上より，焼却灰固化材料

による上載荷重は，土槽 1は 3.8kPa から 5.4kPa，土槽 2は

7.2kPa から 10.3kPa へと変化したと言える．なお実験開始

後の降雨により，実験開始後数日で湿潤状態の上載荷重と

なり，排水口設置までは降雨とともに有効応力が低下する

状況であったと考えられる． 

浚渫土の含水比は，実験開始時はほぼ 90%前後，終了時

は浚渫土上端から 40cm までは変化がみられるが，60cm 以

深は変化がみられない．図-7 よりひずみ変化量が徐々に

小さくなるようにみられるが，60 日経過以降は降雨が多

いため，浚渫土上に溜まる雨水の排水に時間がかかり，有

効応力が低下した影響も考えられる． 

4．圧密現象としての検討 

4.1 双曲線法の適用 

浚渫土の圧縮を圧密現象として検討する．ここでは地表

面沈下量を浚渫土の圧縮量として双曲線法 5)を適用し，圧

密に関するパラメータを求めた．任意の経過日数 tにおけ

る沈下量を求める式を式(1)，最終沈下量 Sf を求める式を

式(2)，双曲線法におけるパラメータを求める式を式(3)に
示す．双曲線法では，漸増載荷の影響がなくなった経過日

数を t0 とするが，本論文では排水口を設置し有効応力が

一定となった時点を t0 とした． 

� � �� � ����
���������  (1) 

�� � �� � �
�  (2) 

����
���� � � � ��� � ���      (3) 

t0：漸増載荷の影響がなくなった経過日数 (day) 
t：t0以降の任意の経過日数 (day) 
S0：t0における沈下量 (cm) 

，：双曲線法におけるパラメータ 
S：tにおける沈下量 (cm) 
Sf：最終沈下量 (cm)  

図-9 に沈下量への双曲線法適用結果を示し，よく一致

していることがわかる．なお，図中の赤線が排水口設置時

点である．双曲線法により求めたパラメータを表-1 に示

図-9  双曲線法適用結果

 
図-10  e - logp関係 

 
 

図-11  cv・mv – logp関係 
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す．St は実験終了時の沈下量であり，圧密度は St と Sfより

求めた．圧密係数は，浚渫土上面のみ排水される片面排水

条件であるため，排水距離は浚渫土層厚として求めている． 
 

表-1 双曲線法により求めたパラメータ 

 
4.2 圧密試験結果との比較 
4.1で求めたパラメータと，標準圧密試験結果を比較す

る．図-10に e - logp 関係，図-9に cv・mv - logp 関係を示

す．標準圧密試験は，採取した試料に蒸留水を加え真空脱

気した後，約 50kPa で予圧密した土塊から作成した供試体

に対して実施した． 
3.3で述べたように，焼却灰固化材料は軽量であるため

上載荷重は小さく，また浚渫土は人が立てないほどの軟弱

な状態であることから，単に比較することは難しい．そこ

で，小林らによるスラリー状試料の自重圧密実験結果を参

考に検討する 6)．参考文献では，間隙比が 6 以上と非常に

軟弱な状態であり，本論文の模型実験よりもさらに軟弱な

状態であると考えられ，また自重圧密実験結果であるため，

上載荷重がないという違いがある．図-10には圧密試験に

よる e - logp 関係と，土槽 1実験終了時それぞれの浚渫土

上端，上端より 0.2m，0.4m，0.6m の含水比より求めた間

隙比と，各深度の地盤内応力の関係を示した．なお，正規

圧密曲線も示している．地盤内応力は，平均含水比 90%と

して求めた単位体積重量による各深度の地盤内応力と，土

槽中央部各深度の地盤内増加応力を長方形荷重として求

め，足したものである．なお，実験開始時の含水比は約 90%
であるため間隙比は約 2.4 となる．圧密度は 63%と圧密が

進行している状態であるが，浚渫土上端の間隙比は正規圧

密曲線より下方に位置した．焼却灰固化材料は多孔質であ

るため，浚渫土に対し上載荷重としての機能の他に，焼却

灰固化材料が乾湿を繰返すことで浚渫土から吸水する機

能があると考えている．しかし定量的な評価は難しく，今

後検討が必要である． 

図-11には圧密試験による cv – logp 関係を示した．既往

の研究によると，軟弱かつ低応力下で求められる圧密係数

は，標準圧密試験結果と比較すると正規圧密領域の値より

小さい値を示すと報告されている 6)．模型実験結果は表 1
に示す通りであり，図-11 と比較して土槽 1・土槽 2 とも

に正規圧密領域の値とほぼ同じ結果となった．参考文献は

自重圧密，本実験は上載荷重有りと条件は異なるが，軟弱

土の圧密係数は正規圧密領域の値と同等か小さい値を示

すものと考えられる． 
 
 
 
 

5．結論 

 

本論文では，港湾浚渫土に対し軽量な焼却灰固化材料を

上載圧としたときの沈下量に関して実験的検討を行なっ

た．その結果，焼却灰固化材料は軽量であるが軟弱土へ敷

設した場合は沈下を考慮する必要がある，軽量であるため

水没による有効応力の低下は沈下特性に大きく影響する

と言える．写真-1に示すように，陸揚げ場所は土手で囲ま

れ降雨の排水について考慮されていないことが多いため，

その影響について留意する必要がある．浚渫土の沈下に関

して検討する場合，用いる圧密係数は軟弱土の状態にもよ

るが正規圧密領域の値と同等か小さい値となるものと考

えられる． 

本論文では，軟弱土上へ敷設後の地盤耐力について述べ

ていない．現在，重機が進入に必要な層厚の算定方法など

について検討を進めているところである． 
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 St  (cm) Sf  (cm) U  (%) cv  (cm2/day) 
土槽 1 6.4 10.1 63.3 64.5 
土槽 2 4.4 5.9 74.0 43.0 

－ 243 －

焼却灰固化材料を上載荷重とした港湾浚渫土の沈下特性に関する実験的検討




	焼却灰固化材料を上載荷重とした港湾浚渫土の沈下特性に関する実験的検討



